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市内米軍施設の現況等について 

１ 平成29年12月１日以降の主な経過 

平成29年 

12月１日  基地対策特別委員会 

議題  １ 市内米軍施設に係る主な経過について 

２ 政府に対する要望活動について 

※同日、池子住宅地区及び海軍補助施設、根岸住宅地区の視察を実施

12月３日   防衛省が空母艦載機の岩国飛行場への移駐について、「早ければ12月４日に 

Ｃ－２（輸送機）部隊が岩国へ移駐する」ことを神奈川県及び厚木基地周辺

市に説明 

12月19日  池子（横浜市分）接収地返還促進金沢区民協議会が「池子住宅地区及び 

海軍補助施設（横浜市分）の返還」について陳情書を国に提出 

12月22日  防衛省が「平成30年度予算案」について本市に連絡 

○横浜ノース・ドック

・消防署

調査 約５百万円 

平成30年 

１月26日  基地対策特別委員会視察 

市内米軍施設及び区域等（ヘリコプターによる視察） 

基地対策特別委員会資料 

平 成 3 0 年 ２ 月 ９ 日 
政 策 局 
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２ 跡地利用の取組 

 

 旧小柴貯油施設（返還年月日：平成 17年 12 月 14日） 

所在地 金沢区柴町、長浜、幸浦二丁目、並木三丁目 

面 積 

土 地：526,205 ㎡   国 有 511,859 ㎡ (97.3％) 

市 有   4,746 ㎡ ( 0.9％) 

民 有   9,600 ㎡ ( 1.8％) 

跡地利用指針 

平成 18年６月策定 

<抜粋> 

 

跡地利用のテーマ 

『森と海に抱かれた自然体験空間』 

①緑のオープンスペース、市民レクリエーション空間 

②魅力的な景観保全 

③広域機能の立地 

跡地利用行動計画 

平成 19年３月策定 

平成 23年３月改定 

<抜粋> 

 

課題 

土壌汚染対策と貯油タンク等の残存工作物の取扱 

当面の目標 

都市公園の整備を目指します。 

今後の取組 

・土壌汚染等対策など国有地処分に係る条件を引き続き国と調

整を進めます。 

・土壌汚染等対策の実施及びその経過を踏まえ公園整備計画を

進めます。 

・民間土地所有者の意向、地元の意見・要望等を計画に反映し

ます。 

・小柴水域の早期返還を要請します。 

最近の主な経過 

(1) 公園整備について 

26年７月：(仮称)小柴貯油施設跡地公園基本計画の策定 

29年７月：都市計画決定（変更）及び環境影響評価の着工 

前の手続きが完了 

８月：公園整備に着手 

９月：国有地の無償貸付契約を締結 

(2) 柴トンネルについて 

28年12月：国の補修工事が完了 
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現在の取組状況 

及び 

今後の方向性 

32年度の一部公開に向け、環境創造局が公園整備を進めています。

現在までに、工事用道路の整備、「緑の広場空間創造エリア」内の建

築物の解体・撤去が完了しました。 

また、現在進めている工事と今後予定している工事は、次のとお

りです。 

【現在進めている主な工事】  

①構造物の撤去 ※ ②樹木の移植 ③建設発生土の搬入 ④土壌汚染対策 
【今後予定している主な工事】 
⑤基盤整備 ※ ⑥建築・造園工事 ※ ⑦ 海食崖の安全対策 
⑧園内通路の整備 ⑨地下タンク埋戻し  
                     ※「緑の広場空間創造エリア」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金沢区 

柴トンネル 

小柴水域 

ゾーニング図 

緑の広場空間創造エリア 
【第１期】 
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  旧富岡倉庫地区（返還年月日：平成 21 年５月 25日） 

所在地 金沢区富岡東二丁目、鳥浜町        

面 積 

土 地：  28,988 ㎡ （国 有 100％）    

野積場 (24,156 ㎡) 

物揚場  ( 4,832 ㎡) 

跡地利用指針 

平成 18年６月策定 

<抜粋> 

 

跡地利用のテーマ 

『海と丘を結ぶ産業創造空間』 

①産業振興に寄与する拠点 

②地域の魅力向上 

跡地利用行動計画 

平成 19年３月策定 

平成 23年３月改定 

<抜粋> 

 

課題 

低迷する経済情勢下での土地活用 

当面の目標 

市有地と一体的に衛生研究所など跡地利用事業を進めます。 

今後の取組 

・国有地活用方法など跡地利用基本計画を策定し、国との調整

を進めます。 

・物揚場での港湾利用を推進します。なお、横浜市中央卸売市

場再編・機能強化に係る南部市場の今後の動向を見据えなが

ら検討を進めます。 

・野積場での導入機能やプロムナード整備等の土地処分条件を

国と調整します。 

・地元の意見・要望等を踏まえながら、具体化検討を進めます。 

最近の主な経過 

(1) 物揚場の跡地利用検討 

港湾局において、周辺の土地利用を踏まえながら具体的な利

用方法を検討しています。 

(2) 野積場の跡地利用検討 

26年 12月に、野積場の一部及び隣接する市有地を活用して、

衛生研究所が開所しました。 

現在の取組状況 

及び 

今後の方向性 

現在の跡地利用基本計画を基に検討を進めていきますが、国

有地の払下げ条件や、周辺の土地利用の状況なども踏まえ、様々

な観点から新たな方策も含めて検討していきます。 
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物揚場 

野積場 

旧国家公務員宿舎 

衛生研究所 
南部市場駅 

首都高速湾岸線 

横浜南部市場 
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旧深谷通信所（返還年月日：平成 26 年６月 30 日） 

所在地 泉区和泉町、中田町 

面 積 土 地：773, 603 ㎡（国 有 100％）    

跡地利用指針 

平成 18年６月策定 

<抜粋> 

跡地利用のテーマ 

『自然・スポーツ・文化の円形緑陰空間』 

①特色あるデザインを持つ大規模な公園・緑地 

②交通利便性の向上に資する基盤整備 

③防災拠点機能の形成 

跡地利用行動計画 

平成 19年３月策定 

平成 23年３月改定 

<抜粋> 

課題 

米軍の非常駐化による安全対策 

当面の目標 

跡地利用基本計画を地域の意見・要望等を踏まえながら策定

します。 

今後の取組 

・米軍が常駐していないため早急な返還を引き続き要請します。 

・応募された提案を参考に、地域の意見・要望等を踏まえ、具

体化検討を進めます。 

・国有地の活用等の跡地利用への協力を国に要請します。 

・返還課題（国有地での市民利用停止等）への適切な対応と協

力を国に要請します。 

最近の主な経過 

(1) 跡地利用基本計画の取組状況 

29年８月１日から９月８日までの期間にかけて市民意見募集

を実施しました。頂いたご意見等を踏まえ、「深谷通信所跡地利

用基本計画」を取りまとめました。 

別紙１ 深谷通信所跡地利用基本計画の策定について 

別添資料 （案）深谷通信所跡地利用基本計画 

(2) 暫定利用の取組 

市民生活上必要な通路や、周辺の皆様が利用している広場の

ほか、野球等で暫定利用しています。 

引き続き、今年度に地区内の安全性と利便性の更なる向上の

ため、１月に通路舗装を実施し、２月に防犯灯等の整備を行う

予定です。 

また、28年度と同様、11月19日に旧深谷通信所跡地中央広場

において泉区主催のイベントを開催しました。 
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現在の取組状況 

及び 

今後の方向性 

暫定利用については、跡地利用基本計画を踏まえ、各施設の

基本計画との整合を図りながら、地域の皆様が要望する防災や

気軽に利用できる施設整備の視点などを含め、29年度内に暫定

利用の方向性をまとめていきます。また、通路の舗装や管理柵

の修繕等を進めるとともに、広域避難場所としての防災機能強

化に資する新たな取組を行います。 

財務省に対しては、国有地の処分に向けた協議を始めるとと

もに、引き続き、草刈や警備等の適正な管理の実施を要請して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

泉区 

戸塚区 
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 旧上瀬谷通信施設（返還年月日：平成 27 年６月 30 日） 

所在地 
瀬谷区 北町、瀬谷町、中屋敷三丁目                                           

旭 区 上川井町     

面 積 

土 地：2,422,396 ㎡  国 有 1,095,099 ㎡ (45.2％)    

            市 有  226,801 ㎡ ( 9.4％)    

            民 有 1,100,496 ㎡ (45.4％)    

跡地利用指針 

平成 18年６月策定 

<抜粋> 

跡地利用のテーマ 

『農・緑・防災の大規模な野外活動空間』 

①広域の防災活動拠点・広域機能の立地 

②「緑」を享受する首都圏郊外の自然レクリエーション空間 

③持続的で魅力ある都市型農業の振興 

④交通利便性の向上に資する基盤整備 

跡地利用行動計画 

平成 19年３月策定 

平成 23年３月改定 

<抜粋> 

課題 

広域機能のあり方、農業継続など民間土地所有者の合意形成 

当面の目標 

環状４号線の八王子街道交差箇所の早期開通を目指すととも

に、民間土地所有者と跡地利用の検討を進めます。 

今後の取組 

・米軍住宅及び関連施設が閉鎖されており、早期一括返還を引

き続き要請します。 

・環状４号線の共同使用承認後、早期開通に向け速やかに事業

着手します。 

・広域機能の誘導等のあり方を検討します。 

・国に国家的プロジェクト導入検討や国有地の有効活用等を要

請します。 

・民間土地所有者と返還・跡地利用の課題を共有し、土地利用

のあり方を議論します。 

・民間土地所有者や国の意向、地元の意見・要望等を踏まえ具

体化検討を進めます。 

最近の主な経過 

(1) 旧上瀬谷通信施設まちづくり協議会との取組  

29年11月27日に、土地所有者の皆様によって、農業の振興

と次世代に繋げる魅力あるまちづくりを推進するための組織

である「旧上瀬谷通信施設まちづくり協議会」（以下、協議会）

が設置されました。 

本市からは、旧上瀬谷通信施設土地利用基本計画（素案）

の骨子たたき台を提示し、まちづくりに向けて協議会との検

討を始めました。 

(2) 暫定利用の取組 

国有地にある野球場は、公共的な利用を基本として運用を継

続しています。 
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(3) 防衛省による土壌汚染調査 

29年度と30年度で、国有地の土壌汚染調査（概況調査）を行

う予定です。 

(4) 国際園芸博覧会の招致検討 

これまでに有識者委員会の審議を経て、基本構想（素案）を

まとめ、市民の皆様などからご意見をいただきました。これら

のご意見を踏まえ、第６回委員会（２月 13 日予定）において

ご審議いただき、本市としての基本構想案を取りまとめます。 
 

現在の取組状況 

及び 

今後の方向性 

現在、協議会では農業振興部会と土地活用部会の二つの部会

にて、本市と意見交換を行いながら将来の土地利用の検討を進

めています。 

本市が 29年 11月に示した土地利用基本計画（素案）の骨子

たたき台や、その後示したまちづくりの方向性・テーマや、公

共・公益的な土地利用となる公園、防災等のほか、道路及び関

連インフラについて、協議会との検討を進めていきます。  

別紙２ 旧上瀬谷通信施設まちづくり協議会との検討内容 

 暫定利用については、防衛省の土壌汚染調査の予定も踏まえ

ながら、30年度の利用について調整します。 

 

 

 

米軍球場 

上瀬谷球場 

上川井球場 

ケ 
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  根岸住宅地区（未返還） 

所在地 

中  区  簑沢、寺久保、塚越、大平町、山元町四・五丁目、             

大芝台、根岸台                                             

南  区  山谷、平楽                                                 

磯子区  上町、下町、馬場町、坂下町            

面 積 

土 地：429,259 ㎡   国 有 272,756 ㎡ (63.5%) 

市 有   273 ㎡ ( 0.1%) 

民 有 156,231 ㎡ (36.4%) 

跡地利用指針 

平成 18年６月策定 

<抜粋> 

跡地利用のテーマ 

『ヨコハマの歴史・文化を伝える庭園散策空間』 

①特色ある現環境の活用 

②根岸森林公園との一体利用 

③周辺市街地の都市機能改善への寄与 

跡地利用行動計画 

平成 19年３月策定 

平成 23年３月改定 

<抜粋> 

課題 

民間土地所有者等の合意形成、非提供地問題への対応 

当面の目標 

民間土地所有者等によるまちづくり協議会設立を支援しま

す。 

今後の取組 

・民間土地所有者等と返還・跡地利用の課題を共有し、まちづ

くり検討を進めます。 

・まちづくり会（勉強会）から協議会（合意形成機関）への   

移行を支援します。 

・民間土地所有者等や国の意向、地元の意見・要望等を踏まえ

具体化検討を進めます。 

・根岸森林公園に隣接する区域は、一体的に都市公園等として

整備を目指します。 

・土地利用のあり方等、早い時期から民間土地所有者等と検討

を進めます。 

・土地の原状回復が困難な状況を踏まえ、国に適切な対応と  

協力を要請します。 

・米軍管理地に囲まれた非提供地の生活環境改善に取り組みま

す。 
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最近の主な経過 

(1) 民間土地所有者等の取組 

ア 民間土地所有者による「米軍根岸住宅地区返還・まちづく

り協議会（以下「ねぎまち協議会」という。）」が 24年３月

に設立されました。 

イ ねぎまち協議会が作成する「まちづくり基本計画案」の策

定を支援するため、概ね月１回、懇談会（勉強会等）を開催

し、話し合いを進めています。 

ウ 29年５月に、ねぎまち協議会が「まちづくり基本計画（協

議会案）」を策定しました。 

(2) 米軍施設に囲まれた土地に居住する方々の生活環境改善 

非提供地の水道の水質確保対策のため、米軍と役割分担のう

え給水管の新設工事を実施しました。 

現在の取組状況 

及び 

今後の方向性 

ねぎまち協議会による「まちづくり基本計画（協議会案）」の

策定を受け、この案を活かしながら事業化に向けた具体的な検

討を進めます。また、民間土地所有者等の合意形成の促進を支

援します。 

さらに、非提供地に居住する方々の声を十分に聴き、本市と

してできることについて適切な対応を行うとともに、国に対し

て必要な措置を講ずるよう、引き続き求めていきます。 
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深谷通信所跡地利用基本計画の策定について 

 
横浜市では、深谷通信所跡地利用基本計画の策定にあたり、平成 29年８月から９月にかけて市民意見

募集を実施しました。 

いただいたご意見等を踏まえ、深谷通信所跡地利用基本計画を取りまとめました。 

 
１ 実施概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２ 実施結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３ 跡地利用基本計画への反映 

 
 
   
 

（１）市民意見募集期間 

  平成 29年８月１日（火）から９月８日（金）まで（当日消印有効） 
（２）意見の提出方法 

ハガキ、ファクス、電子メール、ホームページ（政策局基地対策課） 

（３）概要版の配架場所 

○市民情報センター、18区役所広報相談係【19か所】 

○泉区及び戸塚区内の PRボックス【58か所】 

（地区センター、コミュニティハウス、主要駅等） 

○政策局基地対策課 

（４）主な周知方法 

  ○記者発表（７月 11日） 

○広報よこはま８月号「はま情報」 

○泉区・戸塚区の町内会班回覧 

○市ホームページ（政策局基地対策課） 

（１） 提出（者）数 2,286 通（2,280名、６団体） 

ハガキ 162通、ファクス 107通、電子メール 20通（19名、1団体）、 

ホームページ 92 通（91名、1団体）、その他（持参等）1,905通（1,901名、4団体） 

（２） 意見数 5,498件 

全体に関するもの        1,361 件 

公園・スポーツ施設に関するもの 2,560 件 

公園型墓園に関するもの      624件 

道路・交通に関するもの      182件 

防災に関するもの         739件 

その他（回答しないもの）      32件 

「歴史をしっかり残す工夫をしてほしい」、「トイレや水道を整備してほしい」、「災害時のヘリ

ポートを整備してほしい」など、数多くの意見が提出されましたので、跡地利用基本計画にこ

れらの意見を反映して当該箇所の記述を拡充しました。 

別紙１ 
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４ 主なご意見とご意見に対する市の考え方（抜粋） 
（１）全体に関するもの 

ご意見 市の考え方 
整備スケジュールの短縮 全体で 77 ヘクタールの大規模な事業ですので一

定の事業期間が必要であることはご理解いただき

たいと思います。 
しかし、段階的に整備を進めて、順次、部分供用

を開始するなど、できるだけ早く市民の皆様にご利

用いただけるように努めていきますので、ご理解の

ほどよろしくお願いします。 
民間活力の導入や公民連携による事業費・維持管理

費の縮減 
今後、公民連携や民間活力の導入などを行い、魅

力の向上や市事業費負担の削減に努めます。 
歴史をしっかり残す工夫をしてほしい いただいたご意見は、対応する方向で関係部署と

共有し、今後の参考とさせていただきます。 

【「歴史」に関する表記を追記しました。（p.4、

p.13）】 

トイレ、休憩所などの施設の整備 いただいたご意見も参考に、今後、実施予定の公

共施設ごとに定める基本計画や設計において詳細

を検討します。【休憩施設（トイレ、ベンチ等）に

ついては導入機能・施設の主な施設例として追記し

ました。（p.13、p14）】 

防犯面を十分に検討してほしい いただいたご意見は、関係部署で共有し、今後の

参考とさせていただきます。 
地域活性化を考えると、商業施設などの整備が必要 旧深谷通信所は、災害時に広域的な防災拠点とし

て利用できる防災機能の充実を図るとともに、豊か

な自然環境を創出し、市民の活動拠点となる広場や

多様な市民ニーズに応えるスポーツ施設を備えた、

魅力的な公園の整備を目指します。また、全市的な

課題を解決するために、将来に不足が懸念されてい

る墓園や広域道路ネットワークと連携した整備を

目指します。 
そのため、現時点ではご提案の施設を整備する考

えはありません。 
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（２）公園・スポーツ施設に関するもの  
ご意見 市の考え方 

施設整備の要望：  

 

市民が楽しみながら元気になれる「健康・スポ

ーツの拠点」をつくる計画を進めていきます。な

お、現計画において、野球場の他にも様々なスポ

ーツのできる運動広場などオープンスペースを活

用した屋外施設などを導入する考えです。 
 

 

テニスコート、ドッグラン、グラウンドゴルフ、

既存樹木の維持、周辺住民の広場 等  

いただいたご意見は、関係部署で共有し、今後

の参考とさせていただきます。 
【ドッグランついては施設例として追記しまし

た。（p.22）】 
屋内・屋外プール、体育館、ゴルフ練習場 等 そのため、ご提案の施設を整備する考えはあり

ません。 
野球場について 

返還前から現在までスポーツの拠点として使用し

てきた地域住民の活動の場を奪うことのないよう

市民開放型施設と共存できる形にしてほしい 

 

小学生用４面・中学生用４面の計８面の多目的グラ

ンドを確保してほしい  

                     等 

現行の暫定利用は、当面の措置であるため、現

在の野球場などをそのまま存続する予定はありま

せん。 

本計画は、様々なニーズやご要望などを踏まえ、

硬式野球もできる野球場、運動広場、球技場、陸

上トラック付き広場、テニスコート、ゲートボー

ル、グランドゴルフなど多種多様なスポーツ施設

を整備事例としてお示ししていますが、スポーツ

施設の種類・配置は決定したものではなく、今後、

公園の基本計画等において、詳細を検討していく

ものです。 

また、野球場の利用形態は、今後、検討します

が、基本的には市内の公園内にあるスポーツ施設

と同様な利用方法（予約、抽選、有料利用 等）と

なることをご理解願います。 
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（３）公園型墓園に関するもの 
ご意見 市の考え方 

賛成（墓地の整備は必要である等） 墓地は市民生活に不可欠な都市施設であり、急速

に高齢化が進む本市においては、今後も継続的に供

給していく必要がありますので、本計画の着実な推

進に努めます。 
反対（墓地の必要性が感じられない等） 平成 29 年度に実施した横浜市墓地に関する市民

アンケート調査や、将来人口推計などから、平成

29 年から平成 48 年までの 20 年間で、公民合わせ

て約 10 万区画の墓地整備が必要であると推計して

います。 

この需要に対して、民営墓地のみで応えることは

難しく、本市では、大規模施設跡地の土地利用転換

の機会等を捉えて墓地の整備を検討しています。 

なお、四季折々の草花を楽しむことができ、憩い

の場として多くの人が訪れる緑豊かな公園型墓園

を目指します。 

墓地は市民生活に不可欠な都市施設であり、急速

に高齢化が進む本市においては、今後も継続的に供

給していく必要がありますので、近隣の皆さまへ丁

寧に説明し、ご理解が得られるよう努めてまいりま

す。【「市営墓地の必要性について」を追記しました。

（p.15）】 
整備するならば、合葬式が望ましい 芝生型納骨施設と合葬式納骨施設の整備を計画

しています。また、合葬式納骨施設の形態としては、

樹木型、樹林型、慰霊碑型などを想定しています。

いただいたご意見は、今後の参考にさせていただき

ます。 
中央部に整備した方がよい 中央に象徴となる円形の草地広場と見晴らしの

丘を整備します。広域的な利用が想定される比較的

大きなスポーツ施設を交通アクセスが良い立場駅

や環状３号線に近い場所に配置します。富士山への

眺望を確保するために、比較的高い建物の必要ない

公園型墓園を中央よりやや西側に配置しました。 
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（４）道路・交通に関するもの 
ご意見 市の考え方 

周辺の住宅への影響を十分に配慮してほしい 

 

外周道路の幅員 50ｍは過大ではないか 

車道や歩道機能だけでなく、植栽帯を設け緑豊か

な空間の中でウォーキングやジョギング、サイクリ

ングなどが楽しめる、健康づくりにも寄与する幅員

約 50ｍの外周道路を整備する考えです。 
外側（民地）には歩道や自転車道・副道を配置し、

その内側（公園側）に植栽帯を設け車道を配置する

ことを検討しています。さらにその内側には健康み

ちづくりとして自転車道やジョギング道、歩道、植

栽帯を配置することを検討しています。【「外周道路

の断面イメージ図（ｐ.25）参照」】 
なお、道路内の詳細な配置については、今後検討

します。 
駐車場の十分な整備が必要 駐車場については、広域的な利用を想定しつつ、

日常的な利用に合わせ、適切な規模の駐車場を分散

して整備します。また、イベント開催時やお彼岸な

ど墓参のピーク時における臨時駐車場の設置など

により対応できる規模とします。 
バス停はどうなるのか。 周辺の駅等から公園内の各施設や公園型墓園へ

の来所及び周辺住民の移動手段として、現在運行し

ている路線バスなどの公共機関が活用できるよう

に関係機関と調整します。 
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（５）防災に関するもの 
ご意見 市の考え方 

災害時に必要となる施設整備の要望： 災害による延焼火災の輻射熱や煙から生命・身体

を守るために一時的に避難する「広域避難場所」と

して活用します。また、救援活動拠点としての機能

を備えた施設を整備するなど、周辺・近隣地域の防

災性の向上を図る考えです。 
 防災備蓄庫、給水栓、トイレ 等 災害時の課題への対応のために必要な機能及び

貯水槽・災害対応トイレ・備蓄倉庫等の防災施設に

ついては、周辺防災関連施設の役割を踏まえ検討し

ます。 
屋内型の避難所施設 現在、横浜市防災計画(震災対策編)において、震

災により住家を失い、または破損等により居住する

ことが出来なくなった被災者の避難場所は、原則と

してあらかじめ指定した地域防災拠点となってい

ます。 
そのため、現時点では避難場所としての屋内施設

を整備する考えはありません。 
災害時のヘリポート 災害時には、中央の草地広場が飛行場外離着陸場

（災害時の臨時ヘリポート）となることを検討して

います。【「飛行場外離着陸場」に関する追記をしま

した。（p.7）】 

広域避難場所であるならば、特別に施設はつくらず

に原っぱのままで良い 
旧深谷通信所は、災害時に広域的な防災拠点とし

て利用できる防災機能の充実を図るとともに、豊か

な自然環境を創出し、市民の活動拠点となる広場や

多様な市民ニーズに応えるスポーツ施設を備えた、

魅力的な公園の整備を目指します。また、全市的な

課題を解決するために、将来に不足が懸念されてい

る墓園や広域道路ネットワークと連携した整備を

目指します。 
 







　 （平成29年８月１日から９月８日まで実施）において寄せられたご意見を反映して新た
　に追記した箇所及び文言等の整理を行った箇所を表しています。
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旧上瀬谷通信施設まちづくり協議会との検討内容 

 

 

  本市が 29 年 11 月に示した土地利用基本計画（素案）の骨子たたき台や、その後

示したまちづくりの方向性・テーマや、公共・公益的な土地利用となる公園、防災

等のほか、道路及び関連インフラについて、協議会との検討を進めていきます。 

 

【参考：本市から協議会に示した土地利用の検討の方向性】 

 

１ まちづくりの方向性・テーマ 

農業振興と新たな都市的土地利用により、郊外部の再生に資する新たな活性化拠点

を形成するにあたり、旧上瀬谷通信施設の土地利用の方向性・テーマを検討する。 

まちづくりの方向性・テーマは、未来にわたり新たに人や企業を呼び込むような上

瀬谷の土地利用をイメージし「みらいまで広げるヒト･モノ･コトの行き交うまち」を

軸として検討を進める。 
 

２ 農業振興 

これまでの地権者の勉強会で農業の将来像を検討してきたことや、一部地権者から

早期の営農環境の改善について要望が出ていることを踏まえ、上瀬谷・上川井両地区

の「農業振興ゾーン」内の農業振興策について引き続き検討を進める。 

 
３ 土地活用 

(1) 活力創造（民有地を中心に） 

東名高速道路や保土ヶ谷バイパスから近い交通利便性を活かした業種や、地域 

資源である農や緑と関わりの深い業種、広がりのある空間を活かした大規模施設等

の進出などを念頭に検討を進める。 

 

(2) 公共･公益（国有地を中心に） 

安全・安心で人口減少・高齢化等に対応した持続可能な地域社会の形成等を念 

頭におき、地域全体で「グリーンインフラ」の概念を取り入れた公共･公益的施設

の検討を進める。 

  ア 公園 

郊外部のグリーンインフラの拠点的基盤として水・緑の骨格を形成。公民連 

携を取り入れて地域活力を創出し、広域的な利用を想定した公園。公園の一部は

大規模地震等災害発生時に県外の応援部隊を一括して受け入れる、広域応援活動

拠点（集結、宿営等ができる場所）機能も想定。 

 イ 防災施設 

広域応援活動拠点の応援部隊の指揮や情報収集機能等を備えた施設。 

 ウ 公園型墓園 

将来の墓地不足への対応として、四季の草花を楽しむことができ、憩いの場 

として多くの人が訪れる緑豊かな公園型墓園。 

 エ その他必要性を検討する施設 

    医療・福祉等、公共･公益的な課題解決に資する施設。 

 

(3) 道路および関連インフラについて 

将来の土地利用に整合した、地区内外の幹線道路・アクセス道路の体系的な整備、

新たな交通の整備、下水道等の関連インフラ整備の検討を進める。 

 
 

別紙２ 




